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食料高、既に危機レベル　10年5カ月ぶり高水準

国連食糧農業機関（FAO）が今月発表した11月の世界の食料価格指数（2014～16年=100）は、前月より1.6ポイント高い

134.4と4カ月連続で上昇した。前年同月を27%強も上回る。2011年6月（135.0）以来、10年5カ月ぶりの高水準だ。当時の

食料高は中東・北アフリカの民主化運動「アラブの春」を引き起こす遠因にもなった。

穀物や植物油、食肉などの国際価格で算出されるFAOの食料価格指数は11年2月に記録した過去最高水準の137.6に迫って

いる。「スーパーサイクル」のピークとなった08年夏（指数は6月の132.5）を超す。危機レベルといっても過言ではな

い。

食品や家畜飼料の原料になる穀物の市場は、原油や金属資源の市場と大きな違いがある。自国消費が中心で、輸出（貿

易）に回る割合が小さいことだ。原油は付随ガスを含む世界生産量のうち、石油製品と合わせおよそ7割が輸出される。イ

ンドネシアなどの資源国では自国産業向けの囲い込みが進むが、鉱物資源も産出量の多くが輸出される。

一方、穀物は米農務省の統計（12月の2021～22年度予測）で世界生産に対する輸出比率が小麦で26%、トウモロコシが

17%、コメに至っては10%にすぎない。資源・食糧問題研究所の柴田明夫代表が「薄いマーケット」と表現する理由だ。

主産国で深刻な干ばつ被害や輸出規制が起きればたちまち国際需給は逼迫し、相場が急騰する。温暖化との因果関係は別

にしても産地を異常気象が襲う頻度は増している。11月に米シカゴ市場の小麦相場が9年ぶりの高値を付けた際も、ロシア

が自国向けを優先し輸出量を減らすとの観測が材料になった。

世界の人口は急増し、新興国の経済成長が続く。農地を増やすには水の確保が不可欠で、砂漠化も進む。これまで食料需

要を何とか賄えたのは化学肥料の普及や農業技術の進歩で農地面積あたりの収量（単収）を拡大できたからだ。

食料価格の高騰は経済基盤の弱い新興国を直撃し、政情不安にも結びつく。中国政府も豚肉などの食料価格上昇には神経

をとがらせる。物価の上がりにくい日本でも食料高の影響は無視できない。

第一生命経済研究所の永浜利広首席エコノミストは11月のリポートで「エンゲル係数高止まりで広がる生活格差」を指摘

した。節約志向で食料品の消費量が落ちても価格上昇が上回り、支出に占める食費の割合は増しているという。可処分所

得の低い人ほど食費や光熱費の負担増は重くのしかかる。2000年代に入って低所得者層が増加傾向にあることと相まって

避けられない負担増は深刻な問題だと考える。
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２２年度予算案決定
公共事業費６・１兆円確保／国土強靱化に重点配分

政府は２４日、２０２２年度予算案を決定した。一般会計の総額は１０７兆５９６４億円。うち公共事業関係費は前

年度を２６億円上回る６兆０５７５億円を確保した。防災・減災、国土強靱化関連費に重点配分し、２１年度補正予

算で措置した「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の２年目分と一体的に進める。＝２面に関連記

事

　岸田政権が政策目標に掲げる財政の単年度主義の弊害是正を踏まえ、国庫債務負担行為にここ数年で最も高い水準

となる２兆１３５２億円（前年度１兆５６５２億円）を設定した。

　国土交通省分は一般会計の総額が５兆８５０８億円（前年度比０・８％減）。うち公共事業関係費は前年度を２２

億円上回る５兆２４８０億円となった。同日の閣議後の記者会見で斉藤鉄夫国交相は「２１年度補正予算を迅速かつ

着実に執行するとともに、２２年度当初予算の施設効果が切れ目なく早期に発揮されるようしっかり取り組む」と述

べた。

　地方自治体向けの防災・安全交付金は８１５６億円（４・５％減）、社会資本整備総合交付金は５８１７億円

（７・８％減）。これまで交付金を活用していた通学路の安全対策やインフラの老朽化対策を個別補助に切り替える

ことなどが背景にある。

　一般会計とは別枠の東日本大震災復興特別会計の国交省所管分は３７９億円（４・６％減）。独立行政法人などに

充てる財政投融資には総額で１兆６６８３億円（１６・９％減）を計上した。

　公共事業関係費の府省別内訳は次の通り。

　▽国交省＝５兆２４８０億円▽農林水産省＝６９８１億円▽厚生労働省＝１７３億円▽経済産業省＝２２億円▽環

境省＝４９５億円▽内閣府＝４２４億円。


